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（
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び
永
住

帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条

中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び

永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
二
十
年
厚
生
労
働
省

令
第
三
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
四
条
第
一
項
第
一
号
ヘ
中
「
収
入
」
の
下
に

「（
平
成
二
十
五
年
度
の
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１

号
）
に
お
け
る
臨
時
福
祉
給
付
金
給
付
事
業
費
補
助
金

又
は
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
給
付
事
業
費
補
助

金
を
財
源
と
し
て
市
町
村
又
は
特
別
区
か
ら
給
付
さ
れ

る
給
付
金
を
除
く
。）」
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
厚
生
労
働
省
令
第
六
十
七
号

中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び
永
住
帰

国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第

三
十
号
）
第
十
四
条
第
一
項
及
び
第
三
項
並
び
に
中
国
残

留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び
永
住
帰
国
後
の
自

立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平

成
十
九
年
法
律
第
百
二
十
七
号
）
附
則
第
四
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促

進
及
び
永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行

規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め

る
。平

成
二
十
六
年
六
月
三
日

厚
生
労
働
大
臣

田
村

憲
久

中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び
永

住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
規

則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び
永
住

帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一

部
改
正
）

第
一
条

中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び

永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

（
平
成
六
年
厚
生
省
令
第
六
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
八
条
の
二
第
一
項
第
一
号
ト
中
「
収
入
」
の
下

に「（
平
成
二
十
五
年
度
の
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１

号
）
に
お
け
る
臨
時
福
祉
給
付
金
給
付
事
業
費
補
助
金

又
は
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
給
付
事
業
費
補
助

金
を
財
源
と
し
て
市
町
村
又
は
特
別
区
か
ら
給
付
さ
れ

る
給
付
金
（
以
下
「
給
付
金
」
と
い
う
。）を
除
く
。）」

を
加
え
、
同
項
第
二
号
ホ
及
び
第
三
号
ヘ
中
「
収
入
」

の
下
に「（
給
付
金
を
除
く
。）」
を
加
え
る
。

第
十
八
条
の
四
第
一
項
第
一
号
ヘ
及
び
第
二
号
ヘ
中

「
収
入
」
の
下
に「（
給
付
金
を
除
く
。）」
を
加
え
る
。

〔
省

令
〕

〇
中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進

及
び
永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
（
厚
生
労
働
六
七
）

J

〔
告

示
〕

〇
総
合
特
別
区
域
計
画
の
変
更
を
認
定
し
た

件
（
内
閣
府
一
三
八
）

J

〇
認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人
を
公
示
す
る

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
国
税
庁
七
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
七
一
一
〜
七
一
八
）

K

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
七
一
九
、
七
二
〇
）

L

〇
地
す
べ
り
防
止
区
域
を
追
加
指
定
す
る
件

（
同
七
二
一
）

〇
工
業
所
有
権
に
関
す
る
手
続
等
の
特
例
に

関
す
る
法
律
の
規
定
に
基
づ
き
登
録
調
査

機
関
を
登
録
し
た
件
（
特
許
庁
六
）

〇
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
第
十
九
条
の
十
五
第
三
項
に
お

い
て
準
用
す
る
船
舶
安
全
法
第
二
十
五
条

の
四
十
八
第
一
項
に
基
づ
き
船
級
協
会
の

登
録
を
更
新
し
た
件（
国
土
交
通
六
五
五
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
六
五
六
〜
六
五
八
）

O

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
七
〇
、
七
一
）

P

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
八
七
、
八
八
）

Q

〔
国
会
事
項
〕

Q

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

防
衛
省

R

〔
皇
室
事
項
〕

R

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

貸
金
業
法
第
三
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

る
日
本
貸
金
業
協
会
か
ら
の
届
出
に
関
す
る

公
示
に
つ
い
て
（
金
融
庁
）

R

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
関
係

R

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
復
権
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

L
J

˜
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